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公表基準等の解説

企業会計基準委員会（ASBJ）は、企業会計

基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（以下「会計基準第24号」と

いう。）が平成21年12月に公表されたことに

伴い、平成22年6月に以下の企業会計基準及

び適用指針を公表している1。

これらは、平成21年12月25日及び平成22

年4月2日に公開草案を公表し、寄せられたコ

メントを検討して、公開草案の修正を行った上

で公表するに至ったものである。本稿では、各

会計基準及び適用指針の概要を紹介するが、文

中の意見にわたる部分は私見であることをあら

かじめお断りしておく。

１．会計方針の変更

� 原則的な取扱い

会計基準第24号では、会計方針の変更を行っ

た場合は、会計基準等に特定の経過的な取扱い

が定められている場合を除き、新たな会計方針

を過去の期間のすべてに遡及適用することとし

ている。このため、四半期財務諸表においても、

年度の取扱いと同様に、遡及適用を求めること

とした。会計基準等の改正に伴う会計方針の変

更の場合で、会計基準等に特定の経過的な取扱

いが定められている場合は、その経過的な取扱

いに従う（改正基準第 12号第 10�2項及び第

21�2項）。

� 原則的な取扱いが実務上不可能な場合

遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能な

場合も、年度の取扱い（会計基準第24号第9

項）に準じて取り扱うこととしている。一方、
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Ⅰ．はじめに

�改正企業会計基準第6号「株主資本等変動

計算書に関する会計基準」（以下「改正基

準第6号」という。）

�改正企業会計基準第12号「四半期財務諸

表に関する会計基準」（以下「改正基準第

12号」という。）

�改正企業会計基準第17号「セグメント情

報等の開示に関する会計基準」（以下「改

正基準第17号」という。）

�改正企業会計基準適用指針第9号「株主資

本等変動計算書に関する会計基準の適用指

針」（以下「改正指針第9号」という。）

�改正企業会計基準適用指針第14号「四半

期財務諸表に関する会計基準の適用指針」

（以下「改正指針第14号」という。）

Ⅱ．四半期財務諸表に関する改正

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の公表
に伴う他の会計基準等（四半期、セグメント情報等）の改
正について

専門研究員 前
まえ

田
だ

啓
けい

１ これらの全文については、ASBJのウェブサイト（https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/

kaikei/）を参照のこと。
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四半期固有の論点として、第2四半期会計期間

以降に会計方針の変更を行う場合の取扱いがあ

る。

会計方針の変更は期首に行われることが一般

的であると考えられるが、まれに第2四半期以

降で自発的に重要な会計方針を変更する場合も

ある。国際的な会計基準では、会計年度の途中

で会計方針の変更を行う際には、同一の会計年

度中の変更時点より前の期間すべてに新たな会

計方針を遡及適用することを定めている。これ

により、会計年度（又は期首からの累計期間）

を通じて会計方針は単一のものとなるため、同

一の会計年度内（又は期首からの累計期間内）

の財務諸表に複数の会計方針の適用を認める場

合に比べて期間比較可能性が向上し、財務諸表

の意思決定有用性が高まることが期待されてい

る。

このような取扱いを設けるかどうかの審議の

過程では、年度の途中で会計方針を変更する場

合は、相応の理由があると考えられるため、遡

及適用が実務上不可能なときには、変更した時

点以降から新たな会計方針を適用することを認

めるべきであるという意見があった。しかしな

がら、自発的に会計方針を変更するときは、通

常、同一年度の期首から新たな会計方針を適用

することが可能であると考えられる。さらに、

年度との会計処理の首尾一貫性を重視し、国際

的な会計基準とのコンバージェンスを図る観点

も踏まえ、第2四半期会計期間以降に会計方針

の変更を行う際に、当年度の期首時点において、

過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適

用した場合の累積的影響額を算定することが実

務上不可能なときは、当年度の期首以前の実行

可能な最も古い日から新たな会計方針を適用す

る（すなわち、少なくとも当年度の期首以降は

新たな会計方針を適用する。）こととした（改

正基準第12号第10�3項及び第21�3項）。

なお、当年度に含まれる、会計方針の変更を

行う四半期会計期間より前のすべての四半期会

計期間に新たな会計方針を適用することが実務

上不可能なときには、年度との会計処理の首尾

一貫性の観点から、翌年度の期首時点で会計方

針の変更を行い、当該期首以前の実行可能な最

も古い日から将来にわたり新たな会計方針を適

用することになると考えられる（改正基準第

12号第47�3項）。

２．表示方法の変更

会計基準第24号では、財務諸表の表示方法

を変更した場合には、原則として、表示する過

去の財務諸表について、新たな表示方法に従い

財務諸表の組替えを行うこととしている。

このため、四半期財務諸表の表示方法を変更

した場合も、年度の取扱いに準じて財務諸表の

組替えを行うこととした。ただし、財務諸表の

組替えが実務上不可能な場合には、財務諸表の

組替えが実行可能な最も古い期間から新たな表

示方法を適用する（改正基準第12号第18�2項

及び第24�2項）。

３．過去の誤謬の訂正

会計基準第24号では、過去の財務諸表にお

ける誤謬が発見された場合には、比較情報とし

て表示される過去の財務諸表を修正再表示する

こととしている。

このため、当四半期会計期間に発見された過

去の誤謬の訂正についても、年度の財務諸表と

の整合性を図る観点から、四半期財務諸表にお

いて修正再表示を行うこととした（改正基準第

12号第16�2項及び第22�2項）。

４．注記事項

� 会計方針の変更

重要な会計方針について変更を行った場合に

は、変更を行った四半期会計期間以後において、

その内容、その理由2及び影響額を記載する

111

t.kamiyama
四角形

t.kamiyama
四角形

t.kamiyama
四角形



2010.9 vol.30 季刊 会計基準

（改正基準第12号第19項�及び第25項�）。

この影響額とは、新たな会計方針の遡及適用に

より影響を受ける前年度の期首からの累計期間

に係る税金等調整前四半期純損益又は税引前四

半期純損益、その他の重要な項目への影響額を

いうものとしている。その他の重要な項目には、

例えば、前年度の期首の純資産に反映された、

遡及適用による累積的影響額が考えられる（改

正指針第14号第33項及び第104�2項）。

会計基準等の改正に伴う会計方針の変更が行

われた場合は、変更の理由に代えて、会計基準

等の名称を記載する。経過的な取扱いに従って

会計処理を行った場合には、その旨及び当該経

過的な取扱いの概要を、変更の内容に含めて記

載する（改正指針第14号第33項）。

会計基準等の改正に伴う会計方針の変更で、

経過的な取扱いに従って会計処理を行った場合

並びに遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可

能な場合（会計基準第24号第9項�又は�）

で、前年度の四半期財務諸表について遡及適用

を行っていないときには、新たな会計方針の適

用により影響を受ける前年度又は当年度の期首

からの累計期間に係る税金等調整前四半期純損

益又は税引前四半期純損益、その他の重要な項

目への影響額を記載する。ただし、前年度の期

首以前の実行可能な最も古い日から将来にわた

り新たな会計方針を適用している場合には、開

示対象期間である前年度と当年度の四半期財務

諸表に同一の会計方針が適用されていることか

ら、前年度の影響額の記載のみを求めることと

している（改正指針第14号第33項）。このほ

か、遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能

な場合は、その理由、会計方針の変更の適用方

法及び適用開始時期を記載することとなる（改

正基準第12号第19項（2�2）及び第25項（1�2））。

� 会計上の見積りの変更

会計上の見積りについて重要な変更を行った

場合には、変更を行った四半期会計期間以後に

おいて、その内容及び影響額を記載する。また、

会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区分

することが困難な場合3には、変更を行った四

半期会計期間以後において、変更の内容、その

理由及び影響額を記載する（改正基準第12号

第19項�、（4�2）及び第25項�、（3�2））。

上記の影響額とは、変更により影響を受ける

当年度の期首からの累計期間に係る税金等調整

前四半期純損益又は税引前四半期純損益、その

他の重要な項目への影響額4をいうものとして

いる（改正指針第14号第34項）。

� 表示方法の変更

四半期財務諸表の表示方法を変更した場合に

は、その内容として、前年度に係る四半期財務

諸表等との比較を行うために必要な事項（組替

えの内容、組替えを行った理由、組み替えられ

た四半期財務諸表等の主な項目の金額及び四半

期財務諸表等の組替えが実務上不可能な場合に

は、その理由）を記載する。ただし、変更の内

容が明らかである場合には、記載しないことが

できる（改正指針第14号第36項）。
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２ 第2四半期以降に自発的に重要な会計方針について変更を行った場合（会計方針の変更を会計上の見

積りの変更と区分することが困難な場合を含む。）には、当該記載に加え、第2四半期以降に変更した理

由も注記する（改正基準第12号第19項�及び第25項�）。

３ 有形固定資産等の減価償却方法及び無形固定資産の償却方法の変更が、これに該当する（会計基準第

24号第20項）。

４ 当年度の影響額を適時に正確に算定することができない場合には、資本連結をやり直さないなど、適

当な方法による概算額を記載することができる。
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� 過去の誤謬の訂正

過去の誤謬の修正再表示を行った場合には、

その内容及び影響額を記載する。この影響額と

は、過去の誤謬の修正再表示により影響を受け

る前年度の期首からの累計期間に係る税金等調

整前四半期純損益又は税引前四半期純損益、そ

の他の重要な項目への影響額をいうものとして

いる（改正基準第12号第19項�、第25項�

及び改正指針第14号第35項）。

５．1株当たり情報

企業会計基準第2号「1株当たり当期純利益

に関する会計基準」（以下「改正基準第2号」

という。）及び企業会計基準適用指針第4号「1

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」の改正に 伴い、四半期財務諸表における

1株当たり情報の取扱いについても、年度と同

様の改正を行っている。

会計方針の変更又は過去の誤謬の訂正により、

四半期財務諸表等の遡及適用又は修正再表示が

行われた場合は、開示対象期間の1株当たり四

半期純損益及び潜在株式調整後1株当たり四半

期純利益、並びに前年度末及び当四半期会計期

間末の1株当たり純資産額を、遡及適用後又は

修正再表示後の金額により算定することとして

いる（改正指針第14号第51�2項及び第55�2項）。

当四半期会計期間において株式併合又は株式

分割が行われた場合、従来は、前年度の期首に

当該事象が行われたものと仮定した前期の1株

当たり情報を注記することとされていた。改正

指針第14号では、開示対象期間の四半期会計

期間及び期首からの累計期間に係る1株当たり

四半期純損益及び潜在株式調整後1株当たり四

半期純利益、並びに前年度末及び当四半期会計

期間末の1株当たり純資産額を、前年度の期首

に当該株式併合又は株式分割が行われたと仮定

して算定することとしており、この結果、前期

の1株当たり情報に当該事象の影響を反映する

ことになる。この場合、当四半期会計期間にお

いて株式併合又は株式分割が行われた旨、及び

当該株式併合又は株式分割の影響を、1株当た

り四半期純損益、潜在株式調整後1株当たり四

半期純利益及び1株当たり純資産額に反映して

いる旨を注記する（改正指針第14号第52項及

び第56項）。

四半期会計期間後に株式併合又は株式分割が

行われた場合、従来は、重要な後発事象として

取り扱い、前年度の期首又は当年度の期首に当

該事象が行われたものと仮定した前期又は当期

の1株当たり情報の注記が求められていた。改

正指針第14号では、第52項及び第56項に準

じて、1株当たり情報を、前年度の期首に当該

株式併合又は株式分割が行われたと仮定して算

定することとしており、この結果、前期及び当

期の1株当たり情報に当該事象の影響を反映す

ることになる（改正指針第14号第53項及び第

57項）。

６．包括利益

企業会計基準第25号「包括利益の表示に関

する会計基準」（以下「会計基準第25号」とい

う。）が平成22年6月に公表され、当該基準に

おいて、1計算書方式の場合は、損益計算書に

替えて損益及び包括利益計算書を作成すること

と、2計算書方式の場合は、損益計算書に加え

て包括利益計算書を作成することが定められた

ことに伴い、四半期財務諸表の範囲について改

正を行っている（改正基準第12号第5項など）。

なお、企業会計審議会で個別財務諸表に関す

る全般的な議論が行われているため、会計基準

第25号の個別財務諸表への適用を求めるかど

うかについては、当該基準の公表から1年後を

目途に判断することとしている。したがって、

包括利益の表示に関連した事項の四半期個別財

務諸表への適用についても、これと同様になる

（改正基準第12号第30�5項）。
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会計基準第24号により、遡及処理（「遡及処

理」とは、遡及適用、財務諸表の組替え又は修

正再表示により、過去の財務諸表を遡及的に処

理することをいう。以下同じ。）における累積

的影響額を期首残高に反映する取扱いが定めら

れたことから、株主資本等変動計算書に表示さ

れている各項目の前期末残高を、当期首残高に

改正している。

また、遡及処理を行った場合には、表示期間

のうち、最も古い期間の株主資本等変動計算書

の期首残高に対する、表示期間より前の期間の

累積的影響額を区分表示するとともに、遡及処

理後の期首残高を記載することとしている（改

正基準第6号第5項）。

１．年度の財務諸表での取扱い

� 量的な重要性の変化による事業セグメント

の範囲の変更

量的な重要性の変化によって、報告セグメン

トとして開示する事業セグメントの範囲を変更

する場合には、従来は、その旨及びセグメント

情報に与える影響を開示するものとしていたが、

改正基準第17号では、前年度のセグメント情

報との比較可能性を確保するため、その旨及び

前年度のセグメント情報を当年度の報告セグメ

ントの区分により作り直した情報を開示するこ

ととしている。

ただし、当該情報を開示することが実務上困

難な場合（必要な情報の入手が困難な場合や、

当該情報を作成するために過度の負担を要する

場合には、実務上困難なものとする。）には、

セグメント情報に与える影響を開示することが

できる。この影響の開示には、当年度のセグメ
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Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する

改正
Ⅳ．セグメント情報に関する改正

図表：遡及処理後の連結株主資本等変動計算書（開示対象期間が2期の場合）

前連結会計年度

自 X2年4月1日・至 X3年3月31日・
当連結会計年度

自 X3年4月1日・至 X4年3月31日・

株主資本

・・・

利益剰余金

当期首残高

会計方針の変更による累積的影響額

遡及処理後当期首残高

当期変動額

・・・

連結範囲の変動

当期純利益

・・・

当期変動額計

当期末残高

…

500

36

…

786

－

536

…

100

150

…

XXX

…

－

XXX

…

250 XXX

786 XXX
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ント情報を前年度の区分方法により作成した情

報を開示することが含まれると考えられる（改

正基準第17号第16項及び第76項）。

� 会計上の変更又は過去の誤謬の訂正を行っ

た場合

会計基準第24号に従い、会計上の変更又は

過去の誤謬の訂正を行う場合、財務諸表を作成

するために採用した会計処理に基づく数値によ

るセグメント情報等に影響を与える。したがっ

て、財務諸表の遡及処理を行う場合は、前年度

のセグメント情報等について、遡及処理の影響

を反映した情報を開示することに留意が必要で

あるとしている（改正基準第17号第97�2項）。

２．四半期財務諸表での取扱い

四半期財務諸表において、事業セグメントの

量的な重要性の変化によって報告セグメントと

して開示する事業セグメントの範囲を変更する

場合は、適時性に係るより強い制約等を考慮し、

その旨、期首からの累計期間に係る報告セグメ

ントの利益（又は損失）及び売上高の情報に与

える影響を記載するという従来の取扱いを変え

ていない。

ただし、前年度の対応する期首からの累計期

間に係る報告セグメントの利益（又は損失）及

び売上高の情報を当年度の報告セグメントの区

分により作り直した情報が、最高経営意思決定

機関に対して提供され、使用されている場合に

は、期首からの累計期間に係る報告セグメント

の利益（又は損失）及び売上高の情報に与える

影響額そのものの記載に代えて、当該情報を記

載することが考えられる（改正指針第14号第

40項�①及び第106項）。

各会計基準等の適用時期は、以下のとおりで

ある。なお、改正基準第12号の適用初年度は、

会計基準第24号第24項に準じた事項5を注記

することとしている。
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Ⅴ．適用時期

会計基準 適用時期

四半期財務諸表関係

（改正基準第12号及び改

正指針第14号）

会計基準第24号と同様に、平成23年4月1日以後開始する事業年度の期

首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用する。

ただし、四半期財務諸表における、株式併合又は株式分割が行われた場合

の1株当たり情報の算定に関連した改正事項の適用時期は、改正基準第2

号の適用時期と同様に、平成23年4月1日以後開始する事業年度からとな

る。

また、包括利益の表示に関連した改正事項の適用時期は、会計基準第25号

の適用時期と同様である。

株主資本等変動計算書関係

（改正基準第6号及び改正

指針第9号）

平成23年4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年度から適用する。

セグメント情報関係

（改正基準第17号）

会計基準第24号と同様に、平成23年4月1日以後開始する事業年度の期

首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用する。

５ 会計基準第24号の適用初年度においては、当該事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去

の誤謬の訂正から当該基準を適用している旨を注記することとしている。
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